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Ａ．研究⽬的 
 わが国の思春期世代における健康課題を整理し、
それらの課題対策に資するための学術的視点を提供
することを⽬的とした。課題をリプロダクティブ・
ヘルス関連のものと、メンタル・ヘルス関連のもの
に⼤別して議論した。本稿ではメンタル・ヘルス関
連の課題について扱うこととした。 
 
Ｂ．研究⽅法 
 ⽇本思春期学会の新旧理事⻑および理事４⼈の計

６⼈の研究者にて、現代の思春期世代の健康課題に
ついて整理し、学術的かつ国際的なエビデンス等を
もとに議論の上、対策に関する考え⽅・視点をとり
まとめた。 

議論の上、抽出された健康課題（メンタル・ヘル
スに関連する健康課題）は下記の８項⽬であり、そ
れぞれの項⽬について対策の⽷⼝となる考え⽅・視
点をまとめていくこととした。 

１ ⾃殺 
２ インターネットの⻑時間利⽤ 

研究要旨 
思春期の健康課題として、⾃殺、インターネットの⻑時間利⽤、受診⾏動／気分障害、健診未

受診／不登校、コミュニケーション／マスク、OD（起⽴性調節障害）、児童虐待、薬物乱⽤／オ
ーバードーズの 8 項⽬が挙げられた。⾃殺は 10-14 歳で死因の⾸位を占め、⼥⼦の増加が顕著
である。背景要因の研究は不⾜しており、コロナ禍の影響も推測される。インターネットの⻑時
間利⽤は脳機能に悪影響を及ぼし、肥満や虐待とも関連する。家族療法や運動介⼊が有効とされ
る。気分障害では、⼥⼦の抑うつ症状が男⼦より重く、年齢と共に拡⼤する傾向がある。⽀援希
求⾏動は低く、専⾨家よりも家族や友⼈を頼る傾向が強い。健診未受診は不登校と関連し、精神
的健康を含めた健診の必要性が議論されている。海外では肥満モニタリングや⼩児科医による
詳細な健診が⾏われている。コミュニケーションにおいては、デジタル化やコロナ禍、マスク着
⽤が対⾯での質や社会性に影響を与えている。OD（起⽴性調節障害）は⽇本の中学⽣に多く、
⼼理社会的ストレスとの関連が指摘される⼀⽅、⽶国では⼼⾎管疾患として扱われることが多
い。児童虐待は⼼理的虐待が最多であり、⾯前 DV の影響が⼤きい。⽶国ではネグレクトが多
く、件数は減少傾向にある。教育虐待も新たな課題として認識されている。薬物乱⽤は市販薬の
OD が若年層で増加しており、⽶国でも同様の傾向が⾒られる。これらの課題に対し、個別の対
策と学際的な研究が求められる。 
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３ 受診⾏動／気分障害 
４ 健診未受診／不登校 
５ コミュニケーション／マスク 
６ OD（起⽴性調節障害） 
７ 児童虐待 
８ 薬物乱⽤／オーバードーズ 

（倫理⾯への配慮） 
 個⼈情報を伴う個別事例についての議論は⾏わな
いこととした。 
 
Ｃ．研究結果 
 抽出された健康課題８項⽬について、対策の⽷⼝
となる考え⽅・視点を個別にまとめていくこととす
る。 
 
C-1．⾃殺 
 10-14 歳（総数：男⼦＋⼥⼦）において、死因順位
１位に⾃殺があがったのは、2017 年で、⽐較的新し
い。その後の２年間は悪性新⽣物（腫瘍）にその座
を譲ったが、2020 年以降は１位を続けている。10-
14 歳の男⼦だけをみると、2014 年に初めて死因順
位１位に現れ、2020 年からは１位を続けている。⼀
⽅、⼥⼦が死因順位１位に現れたのは男⼦より５年
遅い 2019 年からであった。それ以来、１位を続けて
いる。 
 2020 年といえば、新型コロナウイルス感染症流⾏
の始まりであるが、⼥⼦の⾃殺増加（10-14 歳）はそ
の１年前の 2019 年から観察されている。⾃殺が増
える兆しの中で、コロナ禍の⽣活スタイルが後押し
をしたと仮説を⽴てられる。 
 全年齢の⾃殺が落ち着く中で、思春期の特に 10-
14 歳については、全く逆の⽅向で⾃殺が増えてきて
いる。さらには、前代未聞ともいえる⼥⼦が男⼦よ
りも⾃殺者数が多いという状況が散⾒される。この
思春期前期の⾃殺者数増加と性差逆転について、そ
こに的を絞った要因研究はほとんど⾒当たらず、よ
って対策に関する学術的議論も進んでいない。 
 ⽶国では⼗代に⼊る前後（pre-teen:８-12 歳）の⾃
殺増加が問題となっている。数としては男⼦のほう
が多いのだが、性⽐が⼩さくなってきている（⼥⼦
が増加している）ことが問題視されている[１]。 

 コロナ禍の精神的健康度への影響については、今
後の研究が待たれるが、ソーシャルメディアの影響
については欧⽶で研究が進んでいる。その中では、
⼥⼦がソーシャルメディアを通じて⾃殺にコミット
していく（⾃殺願望を持続させる）可能性が仮説⽴
てられている[２]。 
 
C-2．インターネットの⻑時間利⽤ 

インターネットの⻑時間利⽤およびスマートフォ
ンの⻑時間利⽤は、報酬系（ACC、扁桃体、島⽪質
など）と実⾏機能系（DLPFC、前頭葉、頭頂葉など）
の脳機能に障害を及ぼす。若年層では DLPFC の発
達が未熟なため、依存傾向に陥りやすく、さらに依
存によって DLPFC 機能が低下するという悪循環が
懸念される。扁桃体と前頭前野の連携低下が、⾃⼰
制御の困難さに関与している[３]。 

インターネットの⻑時間利⽤・ゲーム障害は、⼩
児・思春期の肥満や不健康な⾷習慣、体重コントロ
ール⾏動の問題と関連しており、単なる利⽤時間制
限ではなく、⽣活全体の⽀援が必要である[４]。 

児童虐待はインターネットの⻑時間利⽤のリスク
要因であること（Zhang ら, 2024）[５]や、ポジティ
ブな成⻑⼒（⾃⼰効⼒感や困難にも前向きに対応す
る⼒）や、家族関係が良好であること、学業成績が
良いことは、IA と抑うつのリスクを低下させる保護
要因である可能性が⽰唆されている。また、⼥⼦は
リスク群に⼊りやすい傾向があることが⽰されてい
るため、インターネットの⻑時間利⽤への介⼊にお
いては、個々の若者の背景（児童虐待の経験）への
配慮が重要である[６]。 

思春期・若年成⼈の IA の軽減には、家族療法の有
効性や運動介⼊の効果が⽰されている。家族療法単
独よりも他の⼼理療法（認知⾏動療法）や薬物療法
を併⽤するとより効果が⾼まり[７]、⼤学⽣に対し
ては運動による介⼊が IA の軽減と⼼理的症状の緩
和に有効である[８]。 
 
C-3．受診⾏動／気分障害 

東京都医学総合研究所とロンドン⼤学キングスカ
レッジの国際共同研究では、⽇本と英国の若者にお
けるメンタル・ヘルスの男⼥格差について⽐較され
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ており、⼥⼦の抑うつ症状は男⼦よりも重く、成⻑
とともにその格差が拡⼤することが報告されていた。
また、男⼥間の抑うつ症状の格差は東京よりもロン
ドンの⽅が⼤きく、思春期に急激に広がることが⽰
された[９]。 

2022 年から 2023 年にかけて実施されたモザンビ
ークの⼈⼝健康調査のデータ分析によると、15 歳か
ら 24 歳の若者における⼤うつ病性障害（MDD）と
全般性不安障害（GAD）の有病率はそれぞれ 7.5%
と報告されている。これらの症状を持つ若者のうち、
実際に助けを求めたのはわずか 9.3%であり、その多
くが家族や友⼈に頼っており、特に⼥性は、MDD と
GAD の経験率が⾼いにもかかわらず、男性よりも助
けを求める⾏動が少ない傾向が⾒られたことが報告
されていた[10]。 

フィンランドのトゥルク⼤学で実施された調査に
おいて、ほとんどの⻘少年（13-15 歳）が、重度の精
神衛⽣上の問題を抱えていても専⾨家の助けを求め
ていないことが明らかとなっており、特に低所得国
で顕著であることが⽰されている。また、⾮公式の
情報源が⻘少年の間で利⽤されており、特に低所得
国で主要な情報源になっていることも報告されてい
た[11]。 

⻘年期のメンタル・ヘルス・リテラシーと援助要
請⾏動について、バルセロナの中学⽣を対象にした
オンライン横断調査において、若者の多くはオンラ
イン健康情報を検索して管理するための優れたリテ
ラシーがあり、メンタル・ヘルスについて⼗分な知
識を持っていると⾃認していることが⽰されている。
また、メンタル・ヘルスの情報の検索には、検索エ
ンジン（35.7％）と家族／友⼈との会話（31.8％）が
好まれ、19.8％は積極的な情報検索⾏動をとらない
と回答している。更に、メンタル・ヘルスに関する
助けも、医療専⾨家ではなく、家族や友⼈に頼るこ
とを好んでおり、⻘少年は専⾨家の助けを避けるこ
とが多いことが報告されていた[12]。 
 
C-4．健診未受診／不登校 

不登校（⻑期間学校に⾏かない）に対する考え⽅
は各国で様々である。⼤別すると「⽀援・多様な学
びの尊重型」「復学・法的管理重視型」「競争・学歴主

義型」の⾒⽅に分かれる。わが国は近年「⽀援・多様
な学びの尊重型」の⾒⽅をするようになっている。
わが国では、学校保健安全法施⾏規則に基づき、学
校の設置者が、毎学年６⽉ 30 ⽇までに児童⽣徒の健
康診断を実施することが定められている。その時期
に学校を⽋席している児童⽣徒は、学校健診を受診
する機会を逃すことになる。近年、わが国では学校
健診未受診の状態にある児童⽣徒への対応や、精神
的健康を含めた健診の必要性が議論されている。 
 各国の学校健診の状況であるが、イギリスでは、
National Child Measurement Programme（NCMP）
が 2006 年に導⼊され、特定の年齢（４〜５歳と 10
〜11 歳）の児童の肥満率や健康状態をモニタリング
している[13]。このプログラムは、こどもの肥満度
を評価し、全国的なデータ収集を⽬的としている。 
 アメリカの学校における健康診断は、州や学区に
よって異なっており、すべて⼩児科（家庭医）の診
療所で⾏われている。アメリカでの⼩児科医や家庭
医の教育における健診の⽐重は⾼く、とてもきめ細
やかな健診を実施し、就学時やキャンプ等の学外活
動へ参加する際に、⼩児科医の診断書が必要になる
[14]。特定の学年でのこどもの健診（well child visit）
は 家 庭 医 学 （ family medicine ） ま た は ⼩ 児 科
（pediatric medicine）の専⾨医によって⾏われてい
る[15]。 

タイでは健康診断は義務ではない。しかし、医療
費の削減を⽬的に、政府による健診パッケージが提
供されている。保障制度別健診プログラムにおいて
国⺠医療保障制度の健康パッケージの中で、こども
のための予防接種、栄養、成⻑発達等が実施されて
いる[16]。 
 
C-5．コミュニケーション／マスク 

デジタル化の進展により、思春期のコミュニケー
ションの質や社会性は⼤きく変化している。SNS や
メッセージアプリを介した⾮対⾯でのやり取りが主
流となり、直接会話する機会が減少した。テキスト
ベースのやりとりは即時性が⾼い反⾯、表情や声の
トーンといった⾮⾔語的要素が伝わりにくく、表情
から感情の機微を理解することが難しい。 

オンラインゲームや動画配信を介した新しいやり
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とりが登場し、共同作業型の会話が増える⼀⽅で、
雑談や⽇常会話の割合が低下する傾向が⾒られる。
つまり、⽬的指向型のやりとりは増えているが、「雑
談・おしゃべり」のような⽬的を特に持たないやり
取りが減少している可能性がある。 

新型コロナウイルス感染症流⾏は思春期のやりと
りに⼤きな影響を及ぼした。感染拡⼤防⽌のために
実施されたソーシャル・ディスタンス政策により、
学校⽣活や部活動、友⼈との直接的な交流が⼤幅に
制限され、思春期の若者たちはオンライン上でのコ
ミュニケーションをさらに活⽤するようになった。 

マスクの⻑期間着⽤は、⾮⾔語的コミュニケーシ
ョンの質にも影響を与える。顔の下半分、とくに表
情筋による感情表出が覆い隠されることで、アイコ
ンタクトや声のトーンによる補完が求められるよう
になった。デジタル化されたコミュニケーション進
展の中で、もともと対⾯での会話に不安を抱えてい
た思春期の若者も多く、マスクの着⽤が「表情を⾒
せなくて済む安⼼感」をもたらしているとも⾔える。 

以上の課題整理に関連する研究としては、表情・
感情に関しては Paul Ekman[17]、「雑談・おしゃべ
り」に関する進化⼼理学的論点として Robin Dunbar
らの社会的脳仮説[18]、顔の多くの部分が隠れてい
ることと社会性の関連については、Daniel Albohn の
社会顔仮説[19]が上げられる。ソーシャル・ディス
タンスの神経⽣物学論考[20]は Robin Dunbar が新
型コロナウイルス感染症世界的流⾏の初期に論じて
いる。 

これらの変化（主にデジタル化とソーシャル・デ
ィスタンス）が思春期の社会的健康（主に友⼈≒つ
ながり、社会資本、孤⽴）にどのような影響を及ぼ
し、それがさらに精神的健康、たとえばレジリエン
ス（⽇常復帰⼒）や気分障害等にどう関連している
のかを研究していく必要がある。 
 
C-6．OD（起⽴性調節障害） 

起⽴性調節障害（OD：Orthostatic Dysregulation）
は、起⽴時の不調を伴う⾃律神経の機能失調であり、
思春期のこどもに好発するとされる疾患である。国
内での有病率は中学⽣の約 10%とされている。 

OD の主たる症状は頭痛、⽴ちくらみ、めまい、

朝の起床困難、怠さ、⾷欲低下、失神などであり、さ
らに①起⽴直後性低⾎圧(INOH)、②体位性頻脈症
候群（POTS）、③⾎管迷⾛神経性失神（VVS）、④遷
延性起⽴性低⾎圧（DeOH）の４つのサブタイプに
分類される。 

⽇本⼩児科学会によると、OD の成因には、①起
⽴に伴う循環動態の変動に対する⾃律神経による代
償機構の破綻、②過少あるいは過剰な交感神経活動、
③⽔分摂取不⾜、④⼼理社会的ストレス(学校や家庭
のストレスなど)の関与、⑤⽇常の活動量低下、が挙
げられている。これらの要因のうち、わが国では特
に⼼理社会的ストレスが注視され、さらに好発年齢
が思春期であることから、OD は学校との関係に焦
点化して語られることが多い。とりわけ不登校の⽂
脈において取り上げられることが多く、実際に、⽇
本⼩児神経学会によると、不登校のこどもの約 30%
は OD を発症しているとの報告もある。 

⽶国では OD の⽤語は⼀般的ではなく、起⽴不耐
症（OI：Orthostatic Intolerance）がわが国の OD に
該当する。さらに OI は POTS とほぼ同義で取り扱
われている。⽶国においては、OI や POTS は⼼⾎
管疾患や⾃律神経疾患として取り扱われることが多
く[21][22][23]、わが国のように、⼼理社会的要因と
の関連で取り扱われることはほとんどない。⽶国に
おいても不登校（Chronic Absenteeism）は深刻な問
題と捉えられているが、OI や POTS との関連で論
考されている研究はほぼ⾒当たらないのが現状であ
る。 

 
C-7．児童虐待 

虐待の種類別では 2013 年度以降、⼼理的虐待が
最も多くを占めており、2023 年度は 59.8%を占めた。
これはこどもの⽬の前で配偶者や家族に対して暴⼒
をふるう⾯前 DV が、2004 年改正の児童虐待防⽌法
において、⼼理的虐待のひとつと認定されたことが
要因と考える。これにより警察から児童相談所への
児童虐待通告数は年々増加し、2023 年度は 12 万
2,806 件となり、うち⼼理的虐待は 74%を占め、⾯
前 DV は⼼理的虐待の全通告数のうち 58%を占めて
いる。 

⽶国では虐待が認められたケースや虐待のリスク
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が疑われたケースは全⽶児童虐待及びネグレクトデ
ー タ シ ス テ ム （ The National Child Abuse and 
Neglect Data System: NCANDS）に記録され、2023
年には全⽶で 54 万 6,159 件が報告された。これは、
こどもの⼈⼝千対 7.4 に相当し、1993 年の 13.4 か
らほぼ半減しており、⽶国の児童虐待件数はわが国
とは対照的に 1990 年代から減少の傾向にある[24]。
虐待の種類別においても、2023 年は、ネグレクトが
最も多く、64.1%を占め、次いで⾝体的虐待が 10.6%、
性的虐待が 7.5%、そして⼼理的虐待が 3.5%となっ
ており、わが国とは異なる傾向が⾒える。 
 その中にあって、⽶国の⼼理的虐待（Psychological 
Maltreatment、Psychological Abuse、Emotional and 
Psychological Abuse）に関する研究も多くはない。
研究では、その定義や適⽤範囲に関する研究[25]、
ACE（逆境的⼩児期経験）との関連から⼼理的虐待
が成⼈期に与える影響についての研究がなされてい
る[26][27]。 

わが国では近年、⼼理的・⾝体的虐待の⼀つとし
て、こどもの⼼や⾝体が耐えられる限度を超えて教
育を強制する「教育虐待」（不適切な教育対応、エデ
ュケーショナル・マルトリートメント等の表記を含
む）に関する学会発表が増えてきている。教育虐待
についての研究はまだ始まったばかりであり、概念
枠組が構築されようとしている段階である[28]。 
 
C-8．薬物乱⽤／オーバードーズ 

思春期における薬物乱⽤については、近年、禁⽌
薬物ではなく、せき⽌め薬や鎮痛剤などの⼀般⽤医
薬品（以下、市販薬）の乱⽤(OD：Over Dose)が問
題として多く取り上げられている。 

国内の動向では、⼀般⽤医薬品による中毒患者数
は増加傾向にあり[29]、さらに市販薬を過去 1 年間
に乱⽤⽬的で使った経験がある 15〜64 歳は約 65 万
⼈、年齢⼈⼝に占める割合は 0.75%と推計され、年
代別では、10 代（15〜19 歳）が 1.46%（約 8 万 5 千
⼈）と最多であった[30]。また、全国の精神科医療施
設における薬物依存症の治療を受けた 10 代患者の
「主たる薬物」は、市販薬が占める割合が年々増加
し、2022 年には 65.2%となっている[31]。 
 ⽶国では、市販薬に含まれるデキストロメトルフ

ァン（DXM：Dextromethorphan）の 14-17 歳での
乱⽤は、法規制等の影響により 2006 年をピークと
して減少傾向にあるとされていた[32]。しかし、直
近のモニタリング調査では DXM 以外の成分を含む
市販薬も多く存在することから、「ハイになるために
市販の咳⽌め薬や⾵邪薬を服⽤したことがあるかど
うか」を尋ねた結果、2024 年には、8 年⽣（研究者
補⾜：本邦でいう中学２年⽣に相当）の過去 1 年間
に使⽤した者の割合が 4.4% となり、これは 2020 
年に記録された最⾼ 4.6% に近い数値であり、増加
の傾向にあることが⽰された。本調査では 10 年⽣と
12 年⽣も対象にしているが、これらは 8 年⽣よりも
使⽤率が低く（4.0%、2.8%）、減少から横ばいの傾
向にある[33]。⽶国においても思春期のこどもによ
る市販薬の乱⽤は⼤きな問題として注⽬されている。 
 
Ｄ．考察 
 今回、メンタル・ヘルスに関連する思春期の課題
として８つの項⽬を提⽰した。それらは、⾃殺、イ
ンターネットの⻑時間利⽤、受診⾏動／気分障害、
健診未受診／不登校、コミュニケーション／マスク、
OD（起⽴性調節障害）、児童虐待、薬物乱⽤／オー
バードーズであった。これらの課題について、対策
に資する視点整理を最新の英語論⽂を交えながら討
議した。各課題の検討過程で、⼀部の課題において、
相互の関係性が⽰唆され、今後さらには、別稿のリ
プロダクティブ・ヘルスの課題とメンタル・ヘルス
の課題との関連についても検討課題として明らかに
なった。これらから、思春期の学術的研究は、各課
題の専⾨的な探求と同時に、専⾨領域間の横断的な
共同研究が必要になっていると考えられた。学術団
体として、それら横断的共同研究のプラットフォー
ムを確⽴・提供していく社会的使命があると⾔える。 
 
Ｅ．結論 
 思春期のメンタル・ヘルスに関連する健康課題と
して８項⽬について議論し、以下の知⾒を得た。各
課題には共通して、思春期前期（10-14 歳）における
問題の深刻化、デジタル化やコロナ禍などの社会環
境変化の影響、専⾨家への援助要請⾏動の低さとい
う特徴が⾒られた。また、従来の思春期像とは異な
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る新たな課題（⼥⼦の⾃殺増加、市販薬オーバード
ーズの増加等）が顕在化している。これら各課題へ
の対策と研究が急務であり、個別の専⾨的アプロー
チに加えて、課題の相互関連性を踏まえた専⾨領域
間の横断的共同研究が必須と考えられた。 
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